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一
　
中華人民共和国刑法改正法（七）について
　
中華人民共和国刑法改正法（七）は、二〇〇九年二月二十八日第十一期全国人民代表大会常務委員会第七回会議で
採択、二〇〇九年二月二十八日中華人民共和国主席令第十号により公布、公布の日から施行することになった
注①
。
　
刑法改正法（七）は、いくつかの犯罪に対して、その犯罪の構成要件および法定刑を改正した。改正されたのは、
輸出・輸入禁止貨物・物品等密輸罪、インサイダー取引罪、内部情報漏洩罪、脱税罪、不法経営罪、略取罪、動植物検疫逃避罪、軍事用品における罪、巨額財産由来不明罪などである。
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また、刑法改正法（七）では、いくつかの犯罪が新設された。新設された犯罪は、連鎖販売詐欺罪、個人情報不法
売買・提供罪、未成年者治安管理違反活動組織罪、コンピュータ情報不法取得罪、コンピュータ情報システム不法制御罪、コンピュータ情報システム不法侵入・制御のプログラム・工具の不法提供罪、公務員の近親族等の収賄罪、離職公務員等の収賄罪などである。　
刑法改正法（七）における主な改正は、以下の通りである。
　
第一、国家公務員の巨額の不明収入および財産に対する加重処罰
　
刑法 三百九十五条は、国家公務員の財産あるいは支出が明らかに合法的な収入を超えており、本人がその由来の
合法性を説明できない場合、五年以下の有期懲役または拘役に処すると定めているが、立法機関は、本罪の刑罰は軽すぎるので、加重すべきと主張した。また、この犯罪の社会に対する悪影響、反腐敗闘争の必要から、刑罰の加重が必要との認識に達し、本罪の最高刑を懲役五年から懲役十年に引き上げた。即ち 「国家公務員の財産もしくは支出が明らかに合法的収入を超え、その差額が巨大である場合は，当該公務員 その出所 説明を命ずることができる。本人 その出所 には、その差額部分を不法所得として認定し 五年以下の有期懲役または拘役に処する。そ 差額が特に巨大である場合は、五年以上十年以下 有期懲役に処し、財産の差額部分を追徴する。 」という規定である。このような改正により、こうした犯 への処罰を加重する 共に、収賄 など職務犯罪量刑上の差を縮小することになった
注②
。
　
第二、公務員の近親族等の収賄罪および離職公務員等の収賄罪の新設
　
新設された犯罪により、国家公務員の配偶者や子女の収賄も違法になっ ほか、退職などにより公務員の身分がな
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くなった者も収賄罪の処罰対象者となる。　
刑法第三百八十八条は、国家公務員が職務上の地位もしくはその地位により形成された有利の条件を利用して、他
の国家公務員の職務上の行為を通じて、請託人の不正な利益のために働き掛け、請託人の財物を要求しまたは収受した場合は、収賄として処罰すると規定し いる。　
これに対して、中国の関係機関は、一部の国家公務員の配偶者や子女など近親族および密接な関係にある者は、当
該国家公務員 職務上の行為を通じて、あるいは当該国家公務員の職権または地位を利用し 財物を請求あるいは収受する事例もあり、また、一部 離職された国家公務員は、すでに国家公務員 地位 ないにも関わらず、在職時に形成した影響力を利用し、元の部下など国家公務員の職 行為を通じて、依頼者に不当な利益を図り、これによって財物を請求あ いは収受する事例もあると認識し いる。また、こうした行為は党風・政風・社会気風を損なうものであると指摘され、情状の重いものに対しては、犯罪として刑事責任を追及すべきだとの建議が提出された。これを対処するため、全人代常務委員会法工作委員会は中央紀律委員会、最高人民法院、最高人民検察院などと共に研究した結果、刑法三百八十八条に二項 追加 これらの犯罪行為とその刑事責任に関する規定を盛り込むことを提案し、刑法改正になった。すなわち、 「国家公務員 近親族もしくは当該国家公務員と密接的な関係を有するその他のものが 当該国家公務員の職務上の地位もしくはそ 地位による形成された有利の条件 利用して、他の国家公務員の職務上の行為を通じて、請託人の不正な利益のために働き掛け、請託人 財物 要求しまたは収受し 金額が比較的大きくまたはその他の重い情状を有 る場合、三年以下の有期懲役ま は拘役に処し、 金を併科す 金額が巨大である場合 しくはその他の特に重大な情状がある は 七年以上 有期懲役に処し、罰金または財産 没収を
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併科する。離職した国家公務員、その近親族および密接的な関係を有するその他のものが、当該離職した国家公務員の元の職権もしくはその地位による形成された有利の条件を利用して、前項の行為を行った場合、前項の規定により処罰する。 」という規定である
注③
。
　
第三、個人情報不法売買・提供罪の新設
　
インタレートなど情報技術の発達と普及に伴い、近年中国で個人情報の侵害が深刻な社会問題になっている。改正
法は、このような状況を対処するため、以下の規定を新設した。すなわち、 「国家機関もしくは金融・電信・交通・教育・医療機関の職員が国の規定に違反し 所属機関の職責の履行および業務過程において知り得た国民の個人情報を不法に売買または他人に提供し、情状が重い場合、三年以下の有期懲役または拘役に処し、罰金を併科または単科する。窃取また その他 方法により上述の情報を不法に取得し、情状が重い場合、前項の規定により処罰する。法人が前二項の罪を犯した場合は、 人に対して罰金を科するほか、法人 直接の責任がある管理者 よびその他の直接の責任者に対して、前二項 該当規定 処罰する。 」という である。　
この規定によれば、国の機関および通信会社など民間組織体の職員が職務および業務などを通じて得た個人情報を
不法に漏えいした場合、関係者を処罰するほか、法人等組織体も処罰され得る。　
第四、未成年者治安管理違反活動組織罪の新設
　
近年、中国では、未成年者を利用し、窃盗などの犯罪活動を行うことが多発している。これを対処するため、改正
法は、未成年者治安管理違反活動組織罪を新設 。すなわち、 「未成年者を組織し 窃盗・詐欺・強奪・恐喝など治安管理違反活動を行った場合、三年以下の有期懲役または拘役に処 罰金を併科する。情状が重いも は、三年
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以上七年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。 」という規定である。　
第五、連鎖販売詐欺罪の新設
　
近年、中国では、商品の販売、サービスの提供など経営活動を巡って、マルチ商法など横行し、大きな社会問題に
なった事例もある。これを対処するため、改正法は、販売詐欺罪を新設した。すなわち、 「商品の販売、サービスの提供 ど経営活動の名義で、参加者に費用の納入 商品の購入、サービスの提供などを参加条件とし、かつ一定の順番により階級を組成し、直接または間接 参加者の人数を報酬もしくは利益返還の根拠とし、誘惑・脅迫する方法により継続的に他人の加入を勧誘し、これによって財物を騙し取り、経済と社会秩序を混乱させる連鎖販売活動を組織または指導した場合、五年以下 有期懲役または拘役に処し、罰金を併科する。情状が重い場合は、五年以上の有期懲役に処し、罰金を併科する。 」という規定である。　
第六、コンピュータ情報システムの侵害などの犯罪の新設
　
情報社会における新しい犯罪に対処するため、改正法は、コンピュータ情報不法取得罪、コンピュータ情報システ
ム不法制御罪、コンピュータ情報システム不法侵入・制御のプログラム・工具の不法提供罪などを新設した。すなわち、 「国の規定に違反し、前項 規定され 以外のコンピュータ情報システムを侵入し、またはその他の技術手段を使用し 当該コンピュータ情報システム内で記憶され、処理されもしくは転送された情報を取得し、または当該コンピュータ情報システムを不法に制御 た場合、情状が重いものは、三年以上七年以下の有期懲役または拘役に処し、罰金を併科または単科する。情状が特に重いものは、三年以上七年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。コンピュータ情報システムの侵入、不法制御に用いる専用のプログラム・工具を提供 、または他人がコンピュータ情報
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システムの侵入、不法制御の違法犯罪行為を知りながら、そのプログラム・工具を提供した場合、情状が重いものは、前項の規定により処罰する。法人が前項の罪を犯した場合は、法人に対して罰金を科するほか 法人の直接の責任がある管理者およびその他の直接の責任者に対して、前項の該当規定により処罰する。 」という規定である。
二
　
中華人民共和国刑法改正法（八）について
　
中華人民共和国刑法改正法（八）は、二〇一一年二月二十五日第十一期全国人民代表大会常務委員会第十九回会議
で採択され、二〇一一年五月一日から施行することになった
注④
。
　
刑法改正法（八）は、五十条にもある大改正法である。これは、一九九七年の新刑法における最も大きな改正にな
る。刑法改正法（八）は、刑法の総則部分と各則部分の全般 わたって、改正を行った。　（一）刑法総則における主な改正は、以下の通りである。１　
高齢者の刑罰の軽減および死刑の緩和
　
改正法は、満七十五歳以上の高齢者が 故意犯罪を犯した場合 処罰を軽くまたは軽減することができると規定
し、過失犯罪を犯した場合、処罰を軽くまたは軽減しなければならないと規定した　
また、改正法は、裁判のとき満七十五歳以上の高齢者には、死刑が適用されないと規定すると共に、特別な残忍の
手段により人を死亡させた場合を除くことも規定し 。２
　
管制刑における禁止命令
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改正法は、管制の刑に処する場合、犯罪の状況により、刑の執行期間内、同時に犯罪者により特定の活動を従事す
ること、特定の区域、場所を進入することおよび特定の人と接触することを禁止することも規定した。３
　
死刑の減刑と執行の明確化
　
改正法によれば、死刑の執行猶予の判決を受けた者は、死刑の執行猶予期間中に故意犯罪を犯さなければ、二年満
期後、無期懲役に減刑する。また 死刑の執行猶予の判決を受けた者は確実に重大な立功行為があれば、二年満期後、二十五年有期懲役に減刑する。ただし、死刑の執行猶予の判決を受けた者は、故意犯罪 犯した場合は、最高人民法院の許可により、死刑を執行 ことになる。４
　
累犯者および暴力犯罪者の減刑制限
　
改正法によれば、死刑の執行猶予の判決を受けた累犯者および故意殺人、強姦、強盗、拉致、放火、爆発、毒物の
散布もしくは組織的暴力犯罪を犯したことにより死刑の執行猶予の判決を受けた者に対しては、人民法院は犯罪の情状などにより同時に減刑 制限を決定する もできる。　
また、一般累犯については、有期懲役以上の刑罰を受けた犯罪者は、刑罰の執行完了後または釈放後 五年以内に
有期懲役以上の刑罰に科せられる罪を した場合は、累犯 あ と改めた。また、過失犯 犯罪時十八歳未満の青少年を累犯から除外すると規定した。　
特別累犯については、国家安全を害する犯罪、テロ犯罪、暴力団的組織 を犯した者が再犯した場合は、すべて
累犯であると規定した。５
　
執行猶予の適用条件
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改正法は、拘役または三年以下の有期懲役に処せられた犯罪者に対して、犯罪の情状が軽い、反省の情がある、再
犯の危険性がない、刑の執行猶予を宣告することによって、居住地のコミュニティーに重大な不良の影響がない条件を満たした場合、刑の執行猶予を宣告することができると規定した。また、以上の条件を満たした十八未満の青少年、妊婦および満七十五歳の高齢者に対して、刑の執行猶予を宣告しなければならないと規定した。　
執行猶予観察期間内で、犯罪者により特定の活動を従事すること、特定の区域、場所を進入することおよび特定の
人と接触することを禁止することもできると規定 た。また、累犯お び犯罪集団の首になる者に対しては、刑の執行猶予を適用しない 規定した。６
　
減刑および仮釈放
　
改正法は、減刑の乱用を防ぐため、減刑後の刑期 ついて、限定規定を設けた。すなわち、 「減刑後実際執行され
る刑期は、以下の期間により少なくしてはならない。管制、拘役、有期懲役の判決を受けたものは、原判決の刑期の二分の一より少なくしてはならない。無期懲役の判決を受けたものは 十三年より少なくしてはならない。人民法院は本法第五十条第二項の規定により減刑を制限された死 判決 受けた者は、死刑の執行猶予満期後法により無期懲役に減刑された場合、二十五年より少なくしてはならない。死刑の執行猶予満期後、法により二十五年有期懲役に減刑された場合 二十年より少なくしてはならない。 」という規定である。７
　
仮釈放の条件など
　
改正法は、有期懲役に処せられた犯罪者は原判決の刑期の二分の一以上、無 懲役に処せられた犯罪者は実際に十
三年以上が執行されたときに、監獄の規定を遵守し 教育改善を受け、確かに改悛 情状があり、仮釈放後再び社会
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を危害しないと認められる場合に、仮釈放をすることができると規定した。また、特殊な状況がある場合は、最高人民法院の許可を経て、刑の執行期限の制限を受けない
 
　
その他、改正法は累犯者および凶悪犯の仮釈放不適用も規定した。すなわち、 「累犯および故意殺人、強姦、強盗、
拉致、放火、爆発、危険物投与もしくは組織的暴力犯罪 犯したことにより十年以上の有期懲役、もしくは無期懲役に処せられた犯罪者に対 ては、仮釈放す ことができない。 罪者に対して仮釈放を決定する場合 仮釈放後その居住するコミュニティー する影響も考慮しなくてはなら 」という規定である。　
仮釈放の取消しについて 、 「仮釈放された犯罪者は、仮釈放の観察期間内、法律、行政法規もしくは国
務院関係部門の仮釈放の監督に関連する規定に違反する行為をなし、それが新 い犯罪を構成していない場合は、仮釈放を取消し、監獄において原判決のまだ執行を終えていない刑期を執行しなければならない。 」と規定した。　（二）刑法各則における主な改正は、以下の通りである。１　
危険運転の罪の新設
　
改正法は、道路上において自動車でお互い追いかけ、競走しあい、情状が重い場合、または道路上において酒酔い
運転をした場合、危険運転の罪として処罰すると規定した。２
　
領収書の不正作成罪および偽造領収書所持罪の新設
　
改正法は、領収書を不正に発行し、情状が重いものは、領収書の不正作成罪として処罰すると規定し 。また、偽
造された領収書であることを知りながら、これを所持し 数量が大きい場合 偽造領収書所持罪として処罰規定した。
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３
　
労働報酬不支給罪の新設
　
改正法は、給与など労働報酬の支給を悪質な手段により逃れる場合、労働報酬不支給罪として処罰すると規定し
た。すなわち、 「財産の移転、隠匿などの方法を用いて、労働者の労働報酬の支給を逃れ、もしくは支払う能力があるのに、労働者の労働報酬を支給せず、金額が大きい場合、政府の関係部門の支給命令にも関わらず、支給しない場合、三年以下の有期懲役、または拘役に処し、罰金を併科または単科する。厳重な結果をもたらした場合は、三年以上七年以下 有期懲役に処し 罰金 併科する。 」という規定である。こ 規定は、一部 事業主が、いわゆる「農民工」に対して給料を支払わないことによって 大き 社会問題 引き起こった状況に対処するものであっ 。４
　
食品監督管理職務解怠罪の新設
　
改正法は、食品の安全問題を対処するため、食品監督管理職務解怠罪を新設した。すなわち、 「食品安全監督管理
の責任を有する国家機関の公務員が、職権を乱用し、もしくは責任を怠ったことにより 重大な食品安全事故を引起し、もしくはその他の重大な結果を生じさせた場合は、五年以下の有期懲役ま は拘役に処する。特に重大な結果生じさせた場合 、五年以上十年以下の有期懲役に処する。私利を貪 ため汚職し、前項の罪を犯した場合 重く処罰する。 」という規定である。５
　
臓器売買罪・臓器摘出罪の新設
　
改正法は、他人を組織して、人体の器官を売り出すものは、臓器売買罪として処罰すると規定した。
　
また、本人の同意を得ずにその臓器を摘出し、もしくは十八歳未満の青少年の臓器を摘出し、もしくは脅迫・詐欺
的手段により他人に臓器を寄付させたものは、臓器摘出罪として処罰すると規定した。本人の生前の意思に反し、そ
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の死体の臓器を摘出し、もしくは本人は生前に同意せず、国の規定を違反し、その近親族の意思を反し、その死体の臓器摘出したものも処罰すると規定した。６
　
死刑犯罪の減少規定
　
死刑の抑制が国際的潮流であるといわれる。刑法改正法（八）は、現有の経済犯罪に対して死刑に処する規定があ
る九種類犯罪およびその他の三種類の財産犯罪の死刑を削除した。すなわち、普通貨物物品密輸罪、文物密輸罪、貴金属密輸罪、珍奇動物密輸罪、珍奇動物製品密輸 、付加価値税、輸出払戻金、税金等専用領収書の不正作成罪付加価値税の専用領収書の偽造、偽造された付加価値税の専用領収書販売罪、窃盗罪、犯罪方法伝授罪、古代文化遺跡・古墓盗掘罪などの犯罪である
注⑤
。
三
　
付録一
　
中華人民共和国刑法改正法（七）
（二〇〇九年二月二十八日第十一期全国人民代表大会常務委員会第七回会議で採択、二〇〇九年二月二十八日中華人民共和国主席令第十号により公布、
 公布の日から施行する
注⑥
。 ）
　（輸出・輸入禁止貨物・物品等密輸罪）一、刑法の第百五十一条第三項を次の うに改正する。　国が輸出・輸入を禁止する珍奇植物およびその製品もしくはその他の貨物、物品を密輸するものは、五年以下の有
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期懲役または拘役に処し、罰金を併科または単科する。情状が重いものは、五年以上の有期懲役に処し、罰金を併科する。　（インサイダー取引、内部情報漏洩罪）二、刑法の第百八〇条第一項を次のように改正する。　証券・先物取引の内部情報を知る者、もしくは不法に証券・先物取引の内部情報を知り得た者が、証券の発行、証
券・先物取引、もしくはその他の証券・先物の取引価格に対して重要な影響を有する情報が公開される前に、該当証券を購入もしくは売出 、もしくは当該先物の内部情報に関連する先物の取引を行い、またはその情報を漏洩し または他人にその取引を行うように明示もしくは暗示し、 状が重い場合は、五年以下の 期懲役または拘役に処し、不法に取得した金額の一倍以上五倍以下 罰金を併科または単科する。情状が特に重い場合は 五年以上十年以下の有期懲役 処し、不法に 得した金額の一倍以上五倍以下 罰金を併科する。　
一項を追加し、第四項とする。証券取引所、先物取引所、証券会社、先物会社、基金管理会社、商業銀行、保険会
社など金融機構の従業員もしくは監督・管理部門もしくは同業協会の職員が 職務の便利により知り得た内部情報外の未公開情報を利用した上 当該情報に関連する証券・先物取引 行い、または他人にその取引を行うように明示もしくは暗示し、情状が重い場合は、第一項の規定により処罰する。　（脱税罪）
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三、刑法の第二百一条を次のように改正する。　
納税者が詐欺・隠匿の方法を用いて、虚偽の納税申告を行い、もしくは申告を行わず、脱税の額が比較的大きく、
かつ納税すべき額 百分の十以上に達する場合、三年以下の有期懲役または拘役に処し、罰金を併科する。脱税の金額が巨大であり かつ納税すべき額の百分の三十以上に達する場合、三年以上七年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。　
税金の代理徴収義務を負う者が前項に挙げられる方法を用いて、徴収した税金を納めずもしくは納める金額が少な
くしたものは、脱税の金額が比較的大きい場合、前項の規定により処罰 。　
前二項の行為を多数回に行い、まだ処理されていない場合は、累積し 計算した金額により計算する。
　
第一項の行為を有し、税務機関からの追徴通知を受けた後、納税すべく税金および滞納金を納め、行政処罰を受け
た場合、刑事責任を追及しない。ただし 五年以内に脱税により刑事処罰を受けた場合、もしくは二回以上の税務機関の行政処罰を受けた場合はこの限りではない。　（連鎖販売詐欺罪）四、刑法の第二百二十四条の後に一条を追加し、第二百二十四条 一とする。　商品の販売、サービスの提供など経営活動 名義で、参加者に費用の納入、商品の購入、サービス 提供など 参
加条件とし かつ一定の順番により階級を組成し、直接または間接に参加者の人数を報酬もしくは利益返還の根拠とし、誘惑・脅迫する方法により継続的に他人の加入 勧誘 これによって財物を騙し取り、経済と社会秩序を混乱
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させる連鎖販売活動を組織または指導した場合、五年以下の有期懲役または拘役に処し、罰金を併科する。情状が重い場合は、五年以上の有期懲役に処し、罰金を併科する。　（不法経営罪）五、刑法の第二百二十五条第三項を次のよう 改正する。　国の関係管理部門の許可を得ずに、証券・先物・保険などの業務を不法に経営した場合、または不法に資金の支払
い計算業務を行った場合。　　（略取罪）六、刑法の第二百三十九条を次のように改正する。　財物の強要の目的で他人を拉致し、もしくは他人を拉致して人質にするものは、十年以上の有期懲役または無期懲
役に処し、罰金または財産の没収を併科する。情状の比較的軽いものは、五年以上十年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。　
前項の罪を犯し、拉致された人を死亡させ、または拉致された人を殺害したものは、死刑に処し、財産 没収を併
科する。　
財物の強要の目的で嬰児・幼児を略取したも は、前二項の規定により処罰する。
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　（個人情報不法売買・提供罪）七、刑法の第二百五十三条の後に一条を追加し、第二百五十三条の一とする。　国家機関もしくは金融・電信・交通・教育・医療機関の職員が国の規定に違反し、所属機関の職責の履行および業
務過程において知り得た国民の個人情報を不法に売買または他人に提供し、情状が重い場合、三年以下の有期懲役または拘役に処し 罰金を併科または単科する。　
窃取またはその他の方法により上述の情報を不法に取得し、情状が重い場合、前項の規定により処罰する。
　
法人が前二項の罪を犯した場合は、法人に対して罰金を科するほか、法人の直接の責任がある管理者およびそ 他
の直接の責任者に対して、前二項の該当規定により処罰する。　（未成年者治安管理違反活動組織罪）八 、刑法の第二百六十二条一項の後に一項を追加し、第二百六十二条の二とする。
　
未成年者を組織し、窃盗・詐欺・強奪・恐喝など治安管理違反活動を行った場合、三年以下 有期懲役または拘役
に処し、罰金を併科する。情状が重いものは、三年以上七年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。　（コンピュータ情報不法取得罪、コンピュータ情報システム不法制御罪）　（コンピュータ情報システム不法侵入・制御のプログラム・工具の不法提供罪）九 、刑法の第二百八十五条に二項を追加し、第二百八十五条の第二項、第三項とする。
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国の規定に違反し、前項に規定された以外のコンピュータ情報システムを侵入し、またはその他の技術手段を使用
し、当該コンピュータ情報システム内で記憶され、処理されもしくは転送された情報を取得し、または当該コンピュータ情報システムを不法に制御した場合、情状が重いものは、三年以上七年以下の有期懲役または拘役に処し、罰金を併科または単科する。情状が特に重いものは、三年以上七年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。　
コンピュータ情報システムの侵入、不法制御に用いる専用のプログラム・工具を提供し、または他人がコンピュー
タ情報システムの侵入、不法制御の違法犯罪行為を知りながら、そのプログラム・工具を提供した場合、情状が重いものは、前項の規定により処罰する。　（両罰規定）十、刑法の第三百十二条に一項を追加し 第二項とする。　法人が前項の罪を犯した場合は、法人に対して罰金を科するほか、法人の直接の責任がある管理者およびその他の
直接の責任者に対して、前項の該当規定により処罰する。　（動植物検疫逃避罪）十一、刑法の第三百三十七条第一項を次のように改正する。　動植物の防疫と検疫に関する国の規定に違反し、重大な動植物の疫病を引起した場合、または重大な動植物 疫病
の発生の危険を引起した場合、情状が重い 三年以下の有期懲役、または拘役に処し、罰金を併科または単科
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する。　（武装部隊制服の不法生産、売買罪）　（武装部隊専用標識 偽造、窃盗、売買、不法提供、使用罪）　（両罰規定）十二、刑法の第三百七十五条第二項を次のように改正する。　武装部隊の制服を不法に生産、売買し、情状が重いものは、三年以下の有期懲役、拘役または管制に処し、罰金を
併科または単科する。　
一項を追加し、第三項とする。
　
武装部隊の車両ナンバープレートなど専用標識を偽造し、窃盗し、売買もしくは不法に提供、使用した場合、情状
が重いものは、三年以上七年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。　
従来の第三項を第四項と 次のように改正する。
　
法人が第二項および 三 の罪を犯した場合は、法人に対して罰金を科するほか、法人の直接の責任がある管理者
およびその他の直接の責任者に対して、前二項 該当規定 より処 する。　（公務員の近親族等の収賄罪）　（離職 等の収賄罪）
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十三
 、刑法の第三百八十八条の後に一条を追加し、第三百八十八条の一とする。
　
国家公務員の近親族もしくは当該国家公務員と密接的な関係を有するその他のものが、当該国家公務員の職務上の
地位もしくはその地位による形成された有利の条件を利用して、他の国家公務員の職務上の行為を通じて、請託人の不正な利益のために働き掛け、請託人の財物を要求しまたは収受し 金額が比較的大きくまたはその他の重い情状を有する場合、三年以下の有期懲役または拘役に処し、罰金を併科する。金額が巨大である場合もしくはその他の特に重大な情状がある は、七年以上の有期懲役に処し、罰金または財産の没収を併科する。　
離職した国家公務員、その近親族および密接的な関係を有するその他のものが、当該離職した国家公務員の元職権
もしくはその地位による形成された有利の条件を利用して、前項の行為 行った場合、前項の規定により処罰する。　（巨額財産由来不明罪）十四、刑法の第三百九十五条第一項を次のように改正する。　国家公務員の財産もしくは支出が明らかに合法的収入を超え、その差額が巨大である場合は，当該公務員にその出
所の説明を命ずることができる。本人がその出所 合法性を説明できない場合には、そ 差額部分を不法所得として認定し、五年以下の有期懲役または拘役に処する。そ 差額が特に巨大である は，五年以上十年以下の有期懲役に処し、財産の差額部分を追徴する。十五、本改正法は公布 日から施行する。
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四
　
付録二
　
中華人民共和国刑法改正法（八）
（二〇一一年二月二十五日第十一期全国人民代表大会常務委員会第十九回会議で採択、二〇一一年二月二十五日中華人民共和国主席令第四十一号により公布、二〇一一年五月一日から施行する
注⑦
。 ）
　（高齢者の刑罰の軽減）一　
刑法の第十七条の後に一条を追加し、第十七条の一とする。
　
満七十五歳以上の者が、故意犯罪を犯した場合、処罰を軽くまたは軽減することができる。過失犯罪を犯した場
合、処罰を軽くまたは軽減しなければならない。　（管制刑における禁止命令）二　
刑法の第三十八条の後に一項を追加し、第二項とする。
　
管制の刑に処する場合、犯罪の状況により、刑の執行期間内、同時に犯罪者により特定の活動を従事すること、特
定の区域、場所を進入することおよび特定の人と接触することを禁止することもできる。　（管制刑におけるコミュニティー矯正）元の第二項を第三項とする。
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「管制の判決を受けた犯罪者に対して、法によりコミュニティー矯正を実行する。 」に改正する。　（管制刑禁止命令違反の処罰）　一項を追加し、第四項とする。
　
第二項の禁止命令規定に違反した場合、公安機関が『中華人民共和国治安管理処罰条例』の規定により処罰する。
　（高齢者の死刑不適用および除外）三　
刑法の第四十九条に一項を追加し、第二項とする。
　
裁判のとき満七十五歳以上の者には、死刑が適用されない。但し、特別な残忍の手段により人を死亡させた場合を
除く。　（死刑の減刑と執行）四　
刑法の第五十条を次のように改正する。
　
死刑の執行猶予の判決を受けた者は、死刑の執行猶予期間中 故意犯罪を犯さなければ、二年満期後、無期懲役に
減刑する。もし確実に重大な立功行為があれば、二年満期後、二十五年有期懲役に減刑する。もし故意犯罪を犯し、調査で確実である場合は、最高人民法院の許可により、死刑を執行する。　（累犯者および暴力犯罪者の減刑制限）　死刑の執行猶予の判決を受けた累犯者および故意殺人 強姦、強盗、拉致 放火、爆発、毒物の散布もしくは組織
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的暴力犯罪を犯したことにより死刑の執行猶予の判決を受けた者に対しては、人民法院は犯罪の情状などの犯罪の状況により同時に減刑の制限の決定をすることもできる。　（刑の軽減）五　
刑法の第六十三条第一項を次のように改正する。
　
犯罪者は本法に規定される刑罰を軽減する情状を有する場合、法定刑以下で刑罰を科さなければならない。本法に
数個の量刑幅が規定される場合、法定量刑幅下一段の量刑幅内で刑罰を決めなければならない。　　（一般累犯の定義）六　
刑法の第六十五条第一項を次のように改正する。
　
有期懲役以上の刑罰を受けた犯罪者は、刑罰の執行完了後または釈放後、五年以内に有期懲役以上の刑罰に科せら
れる罪を犯した場合は、累犯であり、重く処罰しなければならない。但し、過失犯罪を犯した場合および犯罪の時十八歳未満のものは除外する。　（特別累犯の定義）七　
刑法の第六十六条を次のように改正する。
　
国家安全を害する犯罪、テロ犯罪、暴力団的組織犯罪を した犯罪者は、刑罰の執行完了後または釈放された後、
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いかなる時期であっても以上の犯罪を再び犯した場合は、すべて累犯として処罰する。　（自首の定義）八　
刑法の第六十七条に一項を追加し、第三項とする。
　
犯罪容疑者は前二項に規定される自首の情状がなくでも、ありのまま自己の罪を供述した場合、刑罰を軽くするこ
とができる。そのありのままの供述により、特に厳重な結果の発生を回避できた場合、刑罰を減軽することができる。　（立功行為）九　
刑法の第六十八条第二項を削除する。
　
　（数罪併罰の原則）一〇
　
刑法の第六十九条を次のように改正する。
　
判決宣告前に一人が数罪を犯したものは、死刑および無期懲役に処す場合を除いて、刑期を合算して、その総合刑
期以下、数個の刑の中の最高刑期以上で情状を酌量して執行すべき刑期を決定しなければならない。但し、管制の最高刑 は三年、拘役の最高刑期は一年、有期懲役の総合刑期は三十五年未満の場合の最高刑期は二十年、総合刑期三十五年以上の場合は最高 期二十五年、をそれぞれ超えてはならない。
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数罪の中に付加刑が科せられたものについては、付加刑を執行しなければならない。その中、付加刑の種類は同じ
である場合、併合して執行する。種類が異なる場合、それぞれ個別に執行する。　（執行猶予の適用条件）十一
　
刑法の第七十二条を次のように改正する。
　
拘役または三年以下の有期懲役に処せられた犯罪者に対して、以下の条件を満たした場合、刑の執行猶予を宣告す
ることができる。そのうち、十八歳未満のもの、妊娠中の婦女および満七十五歳のものに対して、刑の執行猶予を宣告しなければならない。　（一）犯罪の情状が軽いもの。　（二）反省の情があるもの。　（三）再犯の危険性 ない　（四）
 
 刑の執行猶予を宣告することによって、居住地のコミュニティーに重大な不良の影響がないもの。
　
刑の執行猶予を宣告する時、犯罪の状況により、刑の執行猶予観察期間内で、同時に犯罪者により特定の活動を従
事すること、特定の区域、場所を進入することおよび特定の人と接触することを禁止することもできる。　
刑の執行猶予を宣告された犯罪者に対して、付加刑が科せられた場合、 を執行しなければならない。
　（累犯の刑の執行猶予の不適用）
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十二
　
刑法の第七十四条を次のように改正する。
　
累犯および犯罪集団の首になる者に対しては、刑の執行猶予を適用することができない。
　（執行猶予の観察）十三
　
刑法の第七十四条を次 ように改正する。
　
刑の執行猶予を宣告された犯罪者に対して、刑の執行猶予の観察期間内、法によりコミュニティー矯正を実行す
る。第七 七条に規定される情状がなければ、刑の執行猶予の観察期間が満了するときには、原判決の刑を執行せず、またこれを公開 宣告しなければならない。　（執行猶予の取消し）十四
　
刑法の第七十七条第二項を次のように改正する。
　
刑の執行猶予を宣告された犯罪者は、刑の執行猶予の観察期間内、法律、行政法規もしくは国務院関係部門の刑の
執行猶予観察に関する規定に違反し、もしくは人民法院の判決の禁止命令に
　
違反し、その情状が重大であるときに
は、刑の執行猶予を取消し、原判決を執行しなければならない。　（減刑後の刑期）十五
　
刑法の第七十八条第二項を次のように改正する。
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減刑後実際執行される刑期は、以下の期間により少なくしてはならない。
　（一）
 
 管制、拘役、有期懲役の判決を受けたものは、原判決の刑期の二分の一より少なくしてはならない。
　（二）
 
 無期懲役の判決を受けたも は、十三年より少なくしてはならない。
　（三）
 
 人民法院は本法第五十条第二項 規定により減刑を制限された死 の執行猶予の判決を受けた者 、死刑の執行猶予満 後法により無期懲役に減刑された場合、二十五年より少なくしてはならない。死刑の執行猶予満期後法により二十五年有期懲役に減刑された場合、二十年より少なくしてはならない。
　（仮釈放の条件）十六
　
刑法の第八十一条を次のように改正する。
　
有期懲役に処せられた犯罪者は原判決の 期の二分の一以上が執行され、または無期懲役に処せられた犯罪者は実
際に十三年以上が執行されたときに、監獄の規定を遵守し、教育改善を受け、確かに改悛の情状があり、仮釈放後再び社会を危害しないと認めら る場合 仮釈放をすることができる。特別な状況がある場合は、最高人民法院の許可を経て、刑の執行期限の制限を受けないことができる。
 
　（累犯者・凶悪犯の仮釈放の除外）　累犯および故意殺人、強姦、強盗、拉致、放火、爆発、危険物投与もしくは組織的暴力犯罪を犯したことにより十
年以上の有期懲役、もしくは無期懲役に処せ れた犯罪者に対しては、仮釈放することができ い。　
犯罪者に対して仮釈放を決定する場合、仮釈放後その居住するコミュニティーに対する影響も考慮しなくてはなら
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ない。　（仮釈放の観察）十七
　
刑法の第八十五条を次のように改正する。
　
仮釈放された犯罪者は、仮釈放の観察期間内、法によりコミュニティー矯正を実行する。本法第八十六条に規定さ
れる情状がない場合には、仮釈放の観察期間が満了するときに、原判決の刑期が執行完了と見なされ、かつこれを公に宣告する。　（仮釈放の取消し）十八
　
刑法の第八十六条第三項を次のように改正する。
　
仮釈放された犯罪者は、仮釈放の観察期間内、法律、行政法規もしくは国務院関係部門の仮釈放の監督に関連する
規定に違反する行為をなし、それが新しい犯罪を構成していない場合は、仮釈放を取消し、監獄において原判決のまだ執行を終えていない刑期を執行しなければならない。　（前科報告の義務）十九
　
刑法の第百条の後に一項を追加し、第百条の第二項とする。
　
犯罪の時十八歳未満で、五年有期懲役以下の刑罰に処せられたものは、前項に規定される報告義務を免除する。
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　（国家安全危害犯罪活動資金援助罪）二〇
　
刑法の第一〇七条を次のように改正する。
　
国境内外の機構、組織もしくは個人が本章第百二条、第百三条、第百四条、第百五条に規定される罪の実行を支援
し、または資金を提供した場合、直接の責任者に対しては、五年以下の有期懲役、拘役、管制または政治権利の剥奪に処する。情状が重いものに対して 五年以上の有期懲役に処する。　（叛逆逃亡罪）二十一
　
刑法の第一〇九条を次のように改正する。
　
国家機関の公務員は公務を履行する期間内に、その職務から無断で離れて、境外に逃走し もしくは境外で裏切
り、逃走した場合は、五年以下の有期懲役、拘役、管制または政治権利の剥奪に処する。情状が重いものは、五年以上十年以下の有期懲役に処する。　
国家秘密を知る国家公務員が境外に逃走し、もしくは境外で裏切り、逃走した場合は 前項の規定により重 処罰
する。　（危険運転の罪）二十二
　
刑法の第百三十三条の後に一条を追加し、第百三十三条の一とする。
　
道路上において自動車でお互い追いかけ、競走しあい、情状が重い場合、または道路上において酒酔い運転をした
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場合は、拘役に処し、罰金を併科する。　
前項の行為を行い、同時にその他の罪を構成する時、比較的重い処罰規定により処罰する。
　（偽薬品生産販売罪）二十三
　
刑法の第百四十一条第一項を次のように改正する。
　
偽の薬を生産、販売したものは、三年以下の有期懲役または拘役に処し、罰金を併科する。人体の健康に重大な危
害を与えたもの、もしくはその他の重大な情状がある者は、三年以上十年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。人の死亡を生じさせた場合もしくはそ 他の特に重大な情状がある者は、十年以上の有期懲役、無期懲役または死刑に処し、罰金または財産の没収を併科する。　（不衛生食品生産販売罪）二十四
　
刑法の第百四十三条を次のように改正する。
　
衛生基準に満たさない食品を生産、販売し、重大な食中毒事故およびその他 食源性病気を引起すことは充分にで
きるものは、三年以下の有期懲役または拘役に処し、罰金を併科する。人体の健康に重大な危害を与えたも 、もしくはその他 重大な情状がある者は、三年以上七年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。人の死亡を生じさせた場合もしくはそ 他の特に重大な情状がある者 、本法第百四十一条の規定により処罰す 。
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　（有毒有害食品生産販売罪）二十五
　
刑法の第百四十四条を次のように改正する。
　
生産、販売される食品に有毒または有害の非食品原料を混入し、もしくは食品に有毒または有害の非食品原料を混
入したことを知りながらこれを販売したものは、五年以下の有期懲役または拘役に処し、罰金を併科する。人体の健康に重大な危害 与えたもの、もしくはその他 重大な情状がある者は、五年以上十年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。人の死亡を生じさせた場合もしくはそ 他の特に重大な情状がある者 、本法第百四十一条の規定により処罰する。　（武器弾薬密輸罪、核材料密輸罪、偽造貨幣密輸罪）二十六
　
刑法の第百五十一条を次のように改正する。
　
武器・弾薬・核材料もしくは偽造された貨幣を密輸するものは、七年以上の有期懲役に処し、罰金または財産の没
収を併科する。情状が特に重いものは、無期懲役または死刑に処し、財産の没収を併科する。情状が比較的に軽いものは、三年以上七年以下の有期懲役に処 罰金 併科する。　（文物密輸罪、貴金属密輸罪、珍奇動物密輸罪、珍奇動物製品密輸罪）　国が輸出を禁止する文物・金貨・銀貨およびその他の貴金属、もしくは国が輸出・輸入を禁止する珍奇動物および
その製品を密輸するものは、五 上十年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。情状が特に いものは、十年以上の有期懲役または無期懲役に処し、財産 没収を併科する。情状が比較的に軽い のは、五年以下の有期懲役に処
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し、罰金を併科する。　（輸出・輸入禁止貨物・物品等密輸罪）　国が輸出・輸入を禁止する珍奇植物およびその製品もしくはその他の貨物、物品を密輸するものは、五年以下の有
期懲役または拘役に処し、罰金を併科または単科する。情状が重いものは、五年以上の有期懲役に処し、罰金を併科する。 （二〇〇九年二月二十八日刑法改正法七の第一条により本項改正）　（両罰規定）　法人が本条の罪を犯した場合は、法人に対して罰金を科するほか、法人の直接の責任がある管理者およびその他
直接の責任者に対して、本条の各項の規定により処罰する。　（普通貨物物品密輸罪）二十七
　
刑法の第百五十三条第一項を次のように改正する。
　
本法第百五十一条、第百五十二条、第三百四十七条に規定され 貨物、 品以外のものを密輸するも は、その情
状の軽重に基づいて、以下の規定により処罰する。　（一）
 
 密輸された貨物、物品において、脱税の金額は比較的大きい場合、もしくは一年以内に密輸のため二回の行政処分を受け 後、再び密輸を行った場合は、三年以下の有期懲役または拘役に処し、脱税額の一倍以上五倍以下の罰金を併科する。
　（二）
 
 密輸された貨物、物品において、脱税の金額は巨大もしく その他の重大な情状がある者は、三年以上十年
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以下の有期懲役に処し、脱税金額の一倍以上五倍以下の罰金を併科する。
　（三）
 
 密輸された貨物・物品において、脱税 金額は特に巨大もしくはその他の特に重大な情状がある者は、十年以上の有期懲役または無期懲役に処し、脱税 の一倍以上五倍以下の罰金または財産の没収を併科する。
　（武装により密輸の掩護等）二十八
　
刑法の第百五十七条第一項を次のように改正する。
　
武装により密輸を掩護するものは、本法第百五十一条第一項の規定に照らして重く処罰する。
　（対公司企業職員贈賄罪）二十九
　
刑法の第百六十四条を次のように改正する。
　
不当な利益を得るため 、公司・企業もしくはその他の 人の従業員に財物を与えたものは、金額が比較的大きい
場合、三年以下の有期懲役または拘役に処する。金額が巨大である場合は、三年以上十年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。 （二〇〇六年六月二十九日刑法改正法六の第八条により本項改正）　
不当な商業利益を得るために、外国の公職を有する者もしくは国際公的組織の官僚 前項の
規定により処罰する。　
法人が前項の罪を犯した場合は、法人に対して罰金 科 ほか、法人の直接の責任がある管理者およびその他の
直接の責任者 対して、前項の規定により処罰する。
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贈賄者が訴追される前に自発的に贈賄行為を自白する場合、刑罰を軽減または免除することができる。
　（加重処罰）三十
　
刑法の第百九十九条を次のように改正する。
　
本節第百九十二条の罪を犯し、金額特に巨大で国家および人民の利益にとくに重大な損失を生じさせた場合は、無
期懲役または死刑に処し、財産の没収を併科する。　（両罰規定）三十一
　
刑法の第二〇〇条を次のように改正する。
　
法人が本節第百九十二条、百九十四条、百九十五条の罪を犯した場合は、法人に対して罰金を科するほか、法人の
直接の責任がある管理者およびその他の直接の責任者に対して、五年以下の有期懲役または拘役に処し、罰金を併科することが出来る。金額が巨大である場合もしくはその他の重大な情状がある場合は、五年以上十年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。金額が特に巨大である場合もしくはその他の特に重大な情状があるもの 、十年以上の有期懲役または無期懲役に処し、罰金を併科す 。三十二
　
刑法第二〇五条第二項を削除する。
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　（領収書の不正作成罪）三十三
　
刑法の第二百五条の後に一条を追加し、第二百五条の一とする。
　
本法第二百五に規定される専用領収書以外の領収書を不正に発行し、情状が重いものは、二年以下の有期懲役、拘
役または管制に処し、罰金を併科する。情状が特に重いものは、二年以上の有期懲役に処し、罰金を併科する。　
法人が前項の罪を犯した場合は、法人に対して罰金を科するほか、法人の直接の責任がある管理者およびそ 他の
直接の責任者に対して、前項の規定により処罰する。三十四
　
刑法第二〇六条第二項を削除する。
　（偽造領収書所持罪）三十五
　
刑法の第二百十条の後に一 を追加し、第二百十条の一とする。
　
偽造された領収書であることを知りながら、これを所持し、数量が大きい場合は、二年以下の有期懲役、拘役また
は管制に処し、罰金を併科する。数量が巨大の場合は、二年以上七年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。　（両罰規定）　法人が前項の罪を犯し 場合は、法人に対して罰金を科するほか、法人の直接の責任がある管理者およびその他の
直接の責任者に対して、前項の規定により処罰する。
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　（取引強要罪）三十六
　
刑法の第二百二十六条を次のように改正する。
　
暴力・脅迫の手段を用いて、以下の行為の一つを行い、情状が重いものは、三年以下の有期懲役または拘役に処
し、罰金を併科または単科する。情状が特に重いものは、三年以上七年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。　（一）商品の売買を強要する場合。　（二）
 
 他人に対しサービスの提供を強要し、もしくは他人 サービスを強制的に提供する場合。
　（三）他人に対し入札、競売などの参加もしくは脱退を強要する場合。　（四）
 
 他人に対し公司・企業の株式、債権もしくはその他の資産の入札、譲渡 要する場合。
　（五）他人に対し特定の経営活動の参入もしくは脱退を強要する場合。　（臓器売買・摘出罪）三十七
　
刑法の第二百三十四条の後に一条を追加し、第二百三十四条の一とする。
　
他人を組織して、人体の臓器を売り出すものは、五年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。情状が重いもの
は、五年以上の有期懲役に処し、罰金または財産の没収を併科する。　
本人の同意を得ずにその臓器を摘出し、もしくは満十八歳未満 者の臓器を摘出 もしくは脅迫・詐欺的手段に
より他人に臓器を寄付させたものは、本法第二百三十四条、二百三十二条規定の罪により処罰する。　
本人の生前の意思に反し、その死体の臓器を摘出し、もしく 本人は生前に同意せず、国の規定を違反し、その近
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親族の意思を反し、その死体の臓器摘出したものは、本法第二百三十四条、二百三十二条規定の罪により処罰する。　（従業員労働強要罪）三十八
　
刑法の第二百四十四条を次のように改正する。
　
暴力・脅迫もしくは身体的自由を制限する方法を用いて従業員を強制的に労働させるものは、三年以下の有期懲役
または拘役に処し、罰金を併科する。情状が重いものは、三年以上十年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。　
前項行為を有することを知りながら、他人のため人員の募集、運送するもの、もしくはその他の方法により労働行
為の強要を助長するものは 前項の規定により処罰する。　（両罰規定）　法人が前項の罪を犯した場合は、法人に対して罰金を科するほか、法人の直接の責任がある管理者およびそ 他の
直接の責任者に対して、第一項の規定により処罰する。　（窃盗罪）三十九
　
刑法の第二百六十四条を次のように改正する。
　
公私の財物を窃盗し、金額が比較的大きい場合、多数回窃盗の場合、入室窃盗の場合、窃盗・すり時凶器 携帯し
た場合、 年以下の有期懲役、拘役または管制に処し、罰金を併科または単科する。金額が巨大またはその他の重大な情状を有するものは、三年以上十年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。金額が特に巨大また その他 特に
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重大な情状を有するものは、十年以上の有期懲役または無期懲役に処し、罰金または財産の没収を併科する。　（恐喝罪）四十
　
刑法の第二百七十四条を次のように改正する。
　
恐喝の方法を用いて、公私の財物を取得し、金額が比較的大きい場合は、もしくは多数回の恐喝を行った場合、三
年以下の有期懲役、拘役または管制に処し、罰金を併科または単科する。金額が巨大でありまたはその他の重大な情状を有するものは、三年以上十年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。金額が特に巨大またはその他 特にな情 十 の有期懲役 する。　（労働報酬不支給罪）四十一
　
刑法の第二百七十六条の後に一条を追加し、第二百七十六条の一とする。
　
財産の移転、隠匿などの方法を用いて、労働者の労働報酬の支給を逃れ、もしくは支払う能力があるのに、労働者
の労働報酬を支給せず、金額が大きい場合、政府の関係部門の支給命令にも関わらず、支給しない場合、三年以下の有期懲役、または拘役に処し、罰金を併科または単科する。厳重な結果をもたらした場合は、三年以上七年以下の有期懲役に処し 罰金 併科する。　（両罰規定）　法人が前項の罪を犯した場合は、法人に対して罰金を科するほか、法人の直接 責任がある管理者およびその他の
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直接の責任者に対して、前項の規定により処罰する。　
前二項の行為を有し、また厳重な結果をもたらしていない場合、公訴の前に労働者に労働報酬を支払い、法により
賠償責任を負担するものは、処罰を減軽または免除することができる。　（事件挑発惹起罪）四十二
　
刑法の第二百九十三条を次のように改正する
　
以下の情状の一つを有し、他人を挑発して事件を引起させ、社会秩序を破壊するものは、五年以下の有期懲役、拘
役または管制に処する。　（一）恣意のままに他人を殴打し、情状が悪質であるもの。　（二）他人を追跡し、通行を妨害し、罵り、情状が悪質であるもの。　（三）
 
 公私の財物を強要し、損害し、もしくはこれを占用、使用して、情状が重いもの。
　（四）
 
 公共の場所で騒乱を起こし、その公共の場所の秩序に重大な混乱を生じさせたもの。
　
多数聚合して前項の行為を行い、社会秩序を著しく破壊するものは 五年以上十年以下の有期懲役に処し、罰金を
併科することができる。　（暴力団の組織・指導・参加罪）四十三
　
刑法の第二百九十四条を次のように改正する。
86大阪学院大学法学研究 2015（41‐1‐86）
　
暴力団性質の集団を組織し、指導したものは、七年以上の有期懲役に処し、財産の没収を併科する。
　
その他の参加者に対しては、三年以下の有期懲役 拘役、管制または政治的権利の剥奪に処する。積極的に参加し
たものは、三年以上七年以下の有期懲役に処し、罰金または財産の没収を併科することもできる。その他の参加者に対しては、三年以下の有期懲役、拘役、管制または政治的権利の剥奪に処し、罰金を併科することもできる。　
境外の暴力団組織の構成員が中華人民共和国境内で組織構成員を徴集する場合は、三年以上十年以下の有期懲役に
処する。　
国家機関の公務員が暴力団性質の組織を庇護し、もしくは暴力団性質の組織の犯罪活動を放任した場合は、五年以
下の有期懲役に処する。情状が重いも は、五年以上の有期懲役に処する。　
前三項の罪を犯すとともに、そのほかの罪を犯したものは、数罪併罰の規定に照らして処罰する。
　（暴力団組織の特徴）　暴力団組織は以下の特徴を同時に有さなければならない。
　（一）
 
 比較的固定した組織、構成員を有し、明確の組織者、指導者および中心構成員を有している場合。
　（二）
 
 組織的に違法・犯罪の活動もしくはその他の手段により経済的利益を獲得し、一定の経済力を有し、その組織の活動を支える場合。
　（三）
 
 暴力・脅迫またはその他の方法を用いて、組織的に多数回の違法・犯罪活動 行い、その地方で悪事 はたらき、威勢を用いて大衆を蹂躙した場合。
　（四）
 
 違法・犯罪活動 通じ 、もしくは国家公務員の庇護と放任を利用し、その地方で覇 唱えて 区域
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もしくは業界において、不法にコントロールもしくは大きな影響を与え、著しく経済および社会秩序を破壊する場合。
　（犯罪方法伝授罪）四十四
　
刑法の第二百九十五条を次のように改正する。
　
犯罪の方法を伝授したものは、五年以下の有期懲役、拘役または管制に処する。情状が重いものは、五年以上十年
以下の有期懲役に処する。情状が特に重いものは、十年以上の有期懲役または無期懲役に処する。　（古代文化遺跡・古墓盗掘罪）四十五
　
刑法の第三百二十八条第一項を次のように改正する。
　
歴史的、芸術的、科学的な価値を有する古代文化遺跡・古墓を盗掘した者は、三年以上十年以下の有期懲役に処
し、罰金を併科する。情状が比較的軽いときは、三年以下の有期懲役、拘役または管制に処し、罰金を併科する。以下の情状の一つを有 ものは、十年以上の有期懲役または無期懲役に処し、罰金または財産の没収を併科する。　（一）
 
 指定された国の重点文物保護場所および省 重点文物保護場所の古代文化遺跡・古墓を盗掘したもの。
　（二）古代文化遺跡・古墓を盗掘した首謀者であるもの。　（三）繰り返し古代文化遺跡・古墓を盗掘したもの。　（四）
 
 古代文化遺跡・古墓を盗掘し、貴重の文物を窃取しまたは貴重の文物を著しく破壊したもの。
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　（重大環境汚染事故罪）四十六
　
刑法の第三百三十八条を次のように改正する。
　
国の規定に違反して、放射線廃棄物、伝染病の病原体が含まれる廃棄物、有毒物またはその他の有害物質を排泄
し、放置し、処分し、環境に重大な汚染を引起した場合は、三年以下の有期懲役または拘役に処し、罰金を併科または単科する。結果が特に重大である場合は、三年以上七年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。　（不法採鉱罪）四十七
　
刑法の第三百四十三条第一項を次のように改正する。
　
鉱山資源法の規定に違反して、採鉱の許可書を取得せずに、無断で採鉱し、国の企画鉱区に無断に侵入し、国民経
済において重要な価値を有する鉱区または他人の鉱区範囲内で採鉱し、国の規定により保護性採鉱の対象となる特定の砿種を無断で採鉱し、情状が重いものは、三年以下の有期懲役、拘役または管制に処し、罰金を併科または単科する。情状が特に重いものは 三年以上七年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。　（売春組織罪、売春強要罪）四十八
　
刑法の第三百五十八条第三項を次のように改正する。
組織して売春する者のために、人の募集・運送もしくはその他の助長行為を行った場合、五年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。情状が重いものは、五年以上十年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。
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　（食品監督管理職務解怠罪）四十九
　
刑法の第四百八条の後に一条を追加し、第四百八条の一とする。
　
食品安全監督管理の責任を有する国家機関の公務員が、職権を乱用し、もしくは責任を怠ったことにより、重大な
食品安全事故を引起し、もしくはその他の重大な結果を生じさせた場合は、五年以下の有期懲役または拘役に処する。特に重大な結果を生じさせた場合は、五年以上十年以下の有期懲役に処する。　
私利を貪るため汚職し、前項の罪を犯した場合は、重く処罰する。
五十
　
本改正法は二〇一一年五月一日から施行する。
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